
様式第1号(第5条関係)

歳入歳出予算見積書

　(注)　別表(1)から(5)までを添付すること。

別表(1)

　　　　年度　　歳入目別集計表(　　　課)

(単位：千円)　　

款
項
目
内容




A

本年度
B

前年度
A／B

比較
増減理由

(5％以上の増減主な理由)

　
　
　
　
　
　
　

合計
　
　
　
　
　
　

別表(2)

　　　　年度　　歳出目別集計表(　　　課)

(単位：千円)　　

款
項
目
内容




A

本年度
B

前年度
A／B

比較
増減理由

(5％以上の増減主な理由)

　
　
　
　
　
　
　

合計
　
　
　
　
　
　

別表(3)

　　　　年度　　歳入予算見積書(　　　課)

(単位：千円)　

款項目
本年度

(補正額)
節
積算の内容
　年度決算額
本年当初
前年当初
比較

(A)－(B)



区分
金額


補正前(A)
補正(B)
(A)＋(B)

　
　
　
　
　
　
　
　
　

頁

別表(4)

　　　　年度　　歳出予算見積書(　　　課)

(単位：千円)　

款項目
本年度

(補正額)
本年度(補正額)の財源内訳
節
積算の内容
　年度決算額
本年当初
前年当初
比較

(A)－(B)



特定財源
一般財源
区分
金額








国県支出金
地方債
その他





補正前(A)
補正(B)
(A)＋(B)

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

頁

　(注)1　予算見積書作成上の留意事項

　　　　(1)　経費の性質別区分

　　　　　ア　性質別区分

　　　　　　(ア)　人件費

　　　　　　　　　議員、委員、職員、非常勤職員、臨時的任用職員(22条職員)等の報酬、給料、賃金、職員手当等、共済費等

　　　　　　(イ)　基準行政費

　　　　　　　　　経常的に毎年度実施される事務、事業に要する経費で、その性質上、変動が少ないもの

　　　　　　　a　経常的な管理運営費

　　　　　　　b　各種審議会、協議会等に要する経費

　　　　　　　c　経常的な講習会、研修会等に要する経費

　　　　　　　d　一般的な指導事務費、試験研究費

　　　　　　　e　維持補修費

　　　　　　　　　上記事業のうち、単年度限りの経費については、臨時経費として取り扱うものとする。

　　　　　　(ウ)　一般行政費

　　　　　　　a　扶助費、補助金、負担金、事業用機械備品等その事業に直接用いられる経費

　　　　　　　b　経常的に実施される事業のうち、その性質上、対外的要因により経費が変動するもの

　　　　　　(エ)　施策的経費

　　　　　　　a　施策的な投資的経費

　　　　　　　b　新規施策的な補助金、負担金、貸付金等

　　　　　　　c　新規事業で施策的判断を要するもの(調査、計画事業を含む。)

　　　　　イ　節による経費の性質別区分

　　　　　　(ア)　人件費

　　　　　　　　　報酬、給料、職員手当等、共済費、災害補償費、恩給及び退職年金、賃金(22条職員分)

　　　　　　(イ)　基準行政費

　　　　　　　　　賃金(22条職員分を除く。)、旅費、交際費、需用費(賄材料費、飼料費、医薬材料費を除く。)、役務費、委託料(庁舎管理委託のみ。)、使用料及び賃借料(不動産賃借料を除く。)、原材料費(事業用を除く。)、備品購入費(事業用を除く。)、公課費

　　　　　　　　　上記節のうち、対外的、行政的色彩の強いもの、大規模なものは、一般行政費へ分類する。

　　　　　　(ウ)　一般行政費

　　　　　　　　　A経費及び旅費以外の節

　　　　　　(エ)　施策的経費

　　　　　　　　　普通建設事業費、災害復旧事業費、補助費、貸付金等に係る節
別表(5)

款
　
項
　
目
　
見積書ページ
　
　
歳出額
千円

事業名
　

科目
見積額
積算の基礎




　
　
　

補助・単独の別
　
実施期間
年度～　年度





事業費
　
総事業費
　





事業概要
　





　





　





　





　





現況・課題
　





　





　





　





目的・対応・効果等
　





　





　





　





　





歳入額
千円





科目
見積額
積算の基礎





　
　
　






